
スポットワーカー活用支援事業補助金交付要領 

 

（通則） 

第１条 スポットワーカー活用支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に

ついては、福井県補助金等交付規則（昭和４６年福井県規則第２０号）（以下「交

付規則」という。）ならびに福井県労働政策課所管補助金等交付要綱（以下、「交

付要綱」という。）およびこの交付要領で定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、緊急的な対応が必要な本県の人手不足対策として、短時間・

単発勤務の労働者であるスポットワーカー等の労働力を活用する事業者を支援する

ことを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第３条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） スポットワーク雇用仲介事業者等 

次のいずれかに該当する者をいう。 

ア デジタル技術を用いて、短時間・単発の就労を内容とする雇用契約の仲介

事業のサービスを行う有料職業紹介業者をいう。 

イ 前項に規定するもののほか、知事が認めた有料職業紹介業者をいう。 

（２） スポットワーカー等 

次のいずれかに該当する者をいう。 

ア スポットワーク雇用仲介事業者等を介して、時間単位や１日単位の短時

間・単発の従業員として、直接雇用にて雇い入れられた労働者または派遣労

働者をいう。 

イ 前項に規定するもののほか、知事が認めた労働者をいう。 

 

（補助対象事業者） 

第４条 補助対象者は、次の各号のすべてを満たすものとする。 

（１）県内事業所において、スポットワーク雇用仲介事業者等を介してスポットワ

ーカー等を勤務させ、補助対象経費を現に負担した事業者（所）であること。 

（２）過去に県から「スポットワーカー活用支援事業補助金」の支給を受けたこと

がない事業者（所）であること。 

（３）宗教団体や政治活動を主たる目的とする法人もしくは暴力団または暴力団員

の統制下である法人でないこと。 

（４）風俗営業等の規制および業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１ 

２２号）に規定する接待飲食等営業（料亭を除く。）および性風俗関連特殊

営業またはこれらの営業を受託して営業を行う事業者でないこと。 

（５）福井県物品購入等の契約に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停止期間

中に該当しないこと。 

（６）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立

て、会社再生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の

申立てまたは破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始

の申立てが行われていないこと。 



（７）県税の全税目に滞納がないこと。 

（８）労働関係法規等の法令に違反していないこと。 

（９）国または地方公共団体の各種助成金等において、過去３年以内に不正受給

（偽りその他不正の行為により、本来受けることのできない助成金の交付を

受け、または受けようとすること。）をした事業主でないこと。 

 

（補助対象事業） 

第５条 補助金の対象となる事業は、第７条の規定による申し込みの日以降に実施さ

れるもので、スポットワーク雇用仲介事業者等を介してスポットワーカー等の労働

力を活用するための取組みとする。 

 

（補助対象経費等） 

第６条 補助金の対象経費、補助率、限度額および対象期間は別表に定めるとおりと

する。ただし、別表に基づき算定された額に１，０００円未満の端数が生じた場合

はこれを切り捨てるものとする。 

 ２ 補助対象経費に疑義が生じた場合は、県に事前に協議し、了承を得ること。 

 

（補助金の申し込み） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申込者」という。）は、知事が

別に定める申込期間中に申込書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、知事

に提出しなければならない。 

 （１）振込先口座を確認できる書類（金融機関名、本支店名、店番号、口座の種類、 

口座番号、口座名義（カナ）が確認できるもの。通帳、小切手帳の写しなど） 

２ 知事は申込書を先着順で受理する。 

３ 知事は前項の申込書を受理したときはその内容を確認し、その結果について、

申込内容確認結果通知書により申込者に通知するものとする。 

 

（申込内容の変更および中止） 

第８条 第７条第３項の規定による申込内容確認結果通知を受けた申込者が、第７条

第１項の申込書の内容を変更するときは、申込内容変更届（様式第２号）に変更

内容に関する書類を添付して、県に提出しなければならない。 

   ただし、補助事業の目的および事業の遂行に影響を及ぼさない範囲での軽微な

変更についてはこの限りではない。 

２ 第７条第３項の規定による申込内容確認結果通知を受けた申込者が、第５条第

１項の申込を中止するときは中止届（様式第３号）を県に提出しなければならな

い。 

 

（補助金の交付申請兼実績報告） 

第９条 第７条第３項の規定による申込内容確認結果通知を受けた申込者は、補助金

の交付を受けようとする事業が完了した日から起算して１か月以内または当該年度

の３月１０日のいずれか早い日までに補助金交付申請書兼完了実績報告書（様式第

４号）に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

（１）事業実績報告書（別紙１） 

（２）収支決算書（別紙２） 

（３）誓約書（別紙３） 



（４）スポットワーカー雇用仲介事業者等に支払う紹介手数料の内訳が分かる書 

   類 

（５）補助対象経費の支払いが確認できる書類（領収書等） 

（６）納税状況の確認に関する同意書（別紙４） 

（７）消費税及び地方消費税に滞納がないことを証明事項とする納税証明書 

    （２か月以内に発行されたものに限る（※税務署より取得してください）） 

（８）その他知事が特に必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定兼額の確定） 

第１０条 知事は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査

のうえ、補助金の交付を適当と認めたときは、補助金の交付決定および額の確定を

行い、申請者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付請求） 

第１１条 前条の規定により補助金の交付決定兼額の確定通知を受けた補助事業者は、

補助金の交付を受けようとするときは、すみやかに補助金交付請求書（様式第５号）

を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の請求書を受理したときは、３０日以内に補助金を交付するものと

する。 

 

（補助金の返還等） 

第１２条 知事は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の

交付決定の全部または一部を取り消すことができる。 

（１）虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けようとし、または受けたこと

が明らかになったとき。 

（２）この要領の規定または補助金交付決定の内容に違反したとき。 

（３）前２号に掲げるもののほか、知事が補助金の交付を不適当と認めるとき。 

２ 知事は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、すでに補助金が交付さ

れているときは、期限を定めて補助事業者にその返還を命ずるものとする。 

３ 補助事業者は、前項の規定により補助金の返還を求められたときは、当該補助金

の交付日から知事が定める納付日までの日数に応じ、交付規則第１８条で定める割

合で計算した加算金を県に納付しなければならない。 

 

（補助金の経理） 

第１３条 補助対象事業者は、この補助金に係る経理についての収入および支出の事

実を明確にした帳簿および証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完

了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（調査等の実施） 

第１４条 知事は、補助金の交付に関し必要と認めるときは、補助金の交付を受けた

者に対し、関係書類の提出または実地調査その他の調査等を行うことができる。 

２ 補助金の交付を受けた者は、前項に定める調査等に協力しなければならない。 

 

 

（その他） 



第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は別に定め 

る。 

 

附  則  

この要領は、令和６年４月２６日から施行する。 

この要領は、令和６年７月１２日から施行する。 

この要領は、令和６年１１月１８日から施行する。 

この要領は、令和７年４月１６日から施行する。 

この要領は、令和７年７月１７日から施行する。 

この要領は、令和８年４月１０日から施行する。 

この要領は、令和８年６月１日から施行する。 

  



〇別表 
 

 

※ 補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるもの

とする。 

※ 補助対象経費等に疑義が生じた場合は、労働政策課に事前に協議し、了承

を得ること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象経費 補助限度額 補助期間 

求人に当たり、デジタル技術を用いて

短時間・単発の就労を内容とする雇用

契約等を仲介する事業者等（スポット

ワーク雇用仲介事業者等）のサービス

を利用し、仲介が成立したことへの対

価として、スポットワーク雇用仲介事

業者等に支払った人材紹介手数料（サ

ービス利用料）または、スポットワー

カー等が派遣労働者である場合は、ス

ポットワーク雇用仲介事業者等に支払

った労働者派遣に関する料金 

 

（賃金、交通費、消費税および地方消

費税ならびに振込手数料は除く。） 

 

（１年度あたり） 

１万円以上１０万

円上限 

/１事業者(所) 

 

（補助率１/３） 

 

令和８年４月１０日 

から 

令和９年３月３１日 


